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５.具体的な防災・減災対策 

 住民の防災講演会やワークショップへの参加により、地域での防災・減災への取組み

として、発災前・発災時等と、自助(自分・家族での取組み)・共助(地域での連携の取組

み)に区分して、整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  具体的な防災・減災対策(水害) 
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６.今後の課題 

図  具体的な防災・減災対策(地震) 
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 これまでの本地域での住民主体の取組みは、平成２４年度の後期の期間で集中的に取

り組んだもので、十分な時間と協議を経ていないものである。 

 しかも、短期間の間に、防災マップの作成と防災・減災の取組みの骨子を地域レベル

でまとめることが、主目的であった。 

このため、防災の取組みの骨子を整理するに留まった内容を含んでいる。 

 今後は、このような活動を継続し、資料、検討、提案を積み重ねて、防災計画の内容

を充実させていく必要がある。 

 今後の課題には、以下のものがあげられる。 

① 地域現況の詳細把握 

 地域の現況把握は、水害・地震災害に関わる基本的な事項を中心に行った。また、災

害時要援護者の所在等はふれずに、防災課題を整理してきた。 

 このため、今後は、町内の視点で防災・減災の関わる様々な事項を把握し、防災マッ

プ等に記載するなど、充実化が望まれる。 

② 災害時要援護者対策等のテーマ別取組内容の詳細検討 

 今年度の取組では、防災マップと防災・減災対策の基本的事項を主体的に取り組んで

きた。このため、一定の配慮が必要な災害時要援護者に関する現況把握等には至らなか

ったが、今後はさらに、災害時要援護者に対する支援などの具体的な取組みを具体化し

ていくことが望まれる。 

③ 防災マップの更新・充実 

 今年度の防災マップには、水害時の避難の基本方向等の最重要課題の骨子となる事項

について表示するに留まっている。今年度の防災マップが熟度の高い完成品であるとい

う認識には立っていない。今後は、東淀川区で作成された防災手帳に掲載されている防

災マップの内容を加えて、また、地域の現況をつぶさに調査してその内容を加えるなど、

より有用な防災マップに仕上げていく必要がある。 

 特に、避難候補中高層建物については、あくまで、候補となる建物を図上に示してい

るが、今後は、建物管理者や所有者等と住民の垂直避難先としての合意形成が必要であ

り、これらの調整が必要である。 

④ 防災訓練と地域防災計画の連動 

 今回の防災・減災の取組みは、防災マップの作成と自助・共助別の、発災前・発災時

の取組みの基本的事項を主体に行ったものであり、今後は、さらに地域で実施される防

災訓練や、各地区での避難支援体制、安否確認など分野別の取組みなどと連携を図る必

要がある。  

⑤ 住民・行政・団体・企業等との情報の共有化 

 防災をとりまく各種団体等と住民との情報の共有化を図り、関係者が同じ基盤・土俵

で一体的に防災・減災に取り組む必要がある。 


